
資料１ 

 

労働分野経済協力に係る政労使懇談会開催要綱 
 

 

１ 趣旨・目的 

 労働分野において我が国に蓄積されている知見を活用し開発途上国に対する協力

を効果的に実施することにより、開発途上国における社会開発に寄与するとともに、

国際社会における我が国の国益の確保を図るため、ILO（国際労働機関）拠出金事業

をはじめとした労働分野に関する技術協力のあり方について政労使及びILO関係者等

による意見交換を行う。 

 

２ 運営 

 （１）懇談会は、厚生労働省大臣官房総括審議官（国際担当）が、使用者・労働者

団体及び ILO 関係者からの参集を求め、開催する。 

 （２）懇談会の事務局は、厚生労働省大臣官房国際課国際協力室にて行う。 

 

３ 参集者 

  別紙のとおり 

 

４ 開催時期 

年２回程度（９～１０月頃及び年度末を予定） 

 

５ 検討事項 

  ILO 拠出金事業をはじめとした労働分野に係る技術協力のあり方について 

 



（別紙） 

 

労働分野経済協力に係る政労使懇談会 

参集者 

 

政府     村木 太郎  厚生労働省大臣官房総括審議官(国際担当) 

 

髙倉 信行  厚生労働省大臣官房国際課長 

 

使用者側   立石 信雄  日本経団連国際労働委員長（オムロン相談役） 

 

       鈴木 俊男  日本経団連国際協力センター参与（ILO 使用者側理事） 

 

       高澤 滝夫  日本経団連国際協力本部主幹（次長） 

 

労働者側   南雲 弘行  連合事務局長 

 

       中嶋 滋   連合国際顧問（ILO 労働者側理事） 

 

生澤 千裕  連合総合国際局長 

 

ILO 関係者等 長谷川 眞一  ILO 駐日事務所代表 

 

        中村 正   財団法人日本 ILO 協会会長 

 


